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１．はじめに

AI に代表されるように，科学技術の著しい速度で科学技術が発展する今日において，

STEM (Science, Technology, Engineering and Mathematics) 教育の実践が重要であることは論

を俟たない。平成 29，30 年告示の学習指導要領（文部科学省，2018，2019）では，カリキ

ュラム・マネジメントに重点が置かれており，その中で教科横断的な学習の充実が求めら

れていること，第６期科学技術・イノベーション基本計画（内閣府，2021）において Society5.0

の実現に向けた政策が掲げられていることなどは，その証左である。しかしながら，STEM

はスローガン的に掲げられながらも，目的論なのか，方法論なのか，内容論なのかその理

論的な根拠のもとに行われている実践は多くはない。また，STEM という言葉は多義的で

曖昧に用いられることが多いため (Wong, Dillon & King, 2016)，「STEM を基軸として教育

実践を行う」際に，それが具体的に何を意味するのか，理論的な根拠のもとに実装してい

くことが重要であると考えられる。

２．研究の目的と方法

本研究では，STEM 系教科/領域を基軸として教科横断的に教材を開発し，実践すること

を第一の目的とする。また，教科/科目を超えて授業を協働し，協議を通して授業を改善し

ていくための教員コミュニティを形成することを第二の目的とする。

本研究では，まず，STEM 教育を実装する際に求められる要素を議論する。次に，これ

からの教育において求められるコンピテンシーから，STEM 教育に求められる要素を議論

し，教材開発のための視点を抽出する。これらの理論的検討に基づいて，STEM 系教科/領

域を基軸とした教材を開発し，授業実践を実施する。

３．STEM 系教科/領域を基軸とした教科横断的な教材開発のための理論的検討

ａ．STEM として求められる要素

STEM 教育において，科学，技術，工学，数学を統合させることが重要であることは自

明である。この際に，各教科固有の原理を基盤としつつも，それらを有機的に結びつけて

学習することで獲得される，文系・理系を問わないコンピテンシーの育成が目指される

（Bybee, 2014；磯﨑・磯﨑，2021；白井，2020）。



また，STEM 教育においては，各教科/領域の教員の協働が重要である (Wong & Dillon,

2020) 。その際，各教科の固有性を明確にしつつも，教員は，STEM 系教科/領域の相互関

係に精通した上で，協働することが重要である（磯﨑・磯﨑，2021）。STEM 系教科/領域の

教師間どうしの連携を十分に取ること，お互いの教科の授業を観察し，議論することで，

自身の教科の本質的な目的・目標論を他教科との関連を鑑みながら，教育学的根拠を基に

再考することが可能となる（磯﨑・磯﨑，2021）。

ｂ．コンピテンシーとしての要素

ここで，コンピテンシーとして何が求められているのかを精査するため，OECD の実施

する PISA 調査に着目する。PISA 調査における数学的リテラシーでは，その側面の１つで

ある数学的プロセスの中に「解釈」が含まれている。また，科学的リテラシーにおいても，

その側面の１つである科学的能力の中に「データと証拠を科学的に解釈すること」が含ま

れている。さらに，これらは，文脈の中で理解することが求められており，数学的/科学的

リテラシーのどちらにおいても市民性の育成が志向されていることがわかる。これらのこ

とから，教材開発の視点として，実社会・実生活のリアルな文脈における事象を，データ

の解釈を通して理解していく教材が必要であると考えられる。

ｃ．理論的研究の成果と教材開発の視点

以上の議論から，STEM 系教科/領域を基軸とした教科横断的な教材開発のための視点と

して，以下の３点を抽出した。

 STEM 教育では，各教科固有の原理を基盤としつつも，それらを有機的に結びつけて

学習することで獲得される，文系・理系を問わないコンピテンシーの育成が目指され

る点。

 実社会・実生活のリアルな文脈における事象を，データの解釈を通して理解していく

教材が必要である点。

 教員は，STEM 系教科/領域の固有性を明確にしつつも，それぞれの教科/領域の相互関

係に精通した上で，協働することが重要である点。

この際，教材開発においては，数学的/科学的リテラシーに示されたデータを解釈するこ

とを主眼におくことに留まらず，PISA における読解力の要素である読解プロセスのうち，

「評価し，熟考する」プロセスを含むような教材となるように留意する。そのため，STEM

系教科/領域の教員のみならずそれ以外の教科の教員も含めた協働が必要である。また，教

員間の協働を拡充するために，STEM 系教科/領域を中心としながらも，他教科の教員も含

む，授業研究のための教員集団を組織することを目指す。特に，授業研究において，教材



開発や協議会の部分において，教科を横断した教員集団での議論・フィードバックを通し

て教材を改善するとともに多様性をもたせたい。

４．教材の開発とその授業実践

ａ．開発した教材の概要

本研究では，上述の視点に基づいて，「半減期」を教材として取り上げ，理科（生物・物

理）・数学科・社会科（日本史）の４人の教員が協働した授業を実践した。半減期を取り上

げた理由は以下の２点である。

 「半減期」は，「科学・技術が関連する社会的諸問題」(Socio-Scientific Issues: Ratcliffe

& Grace, 2003) と直接的に関連する素材である点。これは，教材開発の視点として設

定した，「実社会・実生活のリアルな文脈における事象を，データの解釈を通して理解

していく教材が必要である点」を直接的に反映している点であると言える。

 「半減期」は，生物や物理はもちろん化学，地学といった理科の各領域をも横断する

素材であることに加えて，数学における対数や数列の概念，日本史における年代測定

法などを有機的に組み合わせることで，より深い理解につながるものである点。

このような視点を満たす教材は，授業を行うためにも互いの教科/領域に固有の原理を十

分に理解しておく必要があり，「STEM 系教科/領域の固有性を明確にしつつも，それぞれ

の教科/領域の相互関係に精通した上で，協働すること」を満たしているものであると考え

られる。

ｂ．開発した教材を用いた実践

（１）実践の概要

本研究では，2022 年 12 月 8〜14 日に，５時間にわたって，前項に示したような視点を

用いて半減期を題材とした授業を展開した。実践の目標は，以下のように設定した。

「半減期」を題材としながら物理，化学，生物，地学を架橋し，領域にとらわれない科

学的概念の形成を目指すとともに，確率・数列を扱うことで数学的な処理を行わせた

り，歴史的な資料の講読を実施したりすることで，学際的な学習を経験する機会を培

う。

受講者は，高校２年生の生物基礎・物理基礎選択者の６名である。各授業の概要と担当

した教員は以下の通りである。



表 実践の概要

時間 担当教員 授業の概要

１ 生物 化石についての講義。「なぜ化石の年代を特定できるのか」と

いう問いのもとに，生物に含まれる炭素に着目すること，炭素

には放射性同位体が含まれることについて説明した。

２ 物理 原子の性質についての講義。化学で学習している原子を構成す

る粒子についてふれながら，放射線崩壊や半減期について概説

した。

３ 生物・物理 １・２時で学習した内容をコンセプトマップにまとめ，自分た

ちの学習している内容とまだわからない内容を整理した。

４ 数学 半減期に関するモデル実験 1)。サイコロを 100 個用いて，確率

的に物質が減っていく，放射線崩壊のモデル実験を実施した。

５ 日本史 炭素 14 年代測定法についての講義。日本史における時代測定

について，半減期を手がかりとして概説し，学問には文理の壁

はないことを生徒，教員ともに認識した。

本実践では，「化石の年代はどのように測定するのか」をテーマとして，その問いを解決

するためのツールとして炭素 14 の半減期を用いるようなデザインとした。３時間目には，

ホワイトボードアプリである Miro（Miro, n.d.）を使用して，１・２時に学習した内容をコ

ンセプトマップにまとめ，４・５時での学習につなげる内容とした。このように学習をデ

ザインすることで，半減期そのもののみの内容を学習するだけでなく，そもそも社会的課

題の文脈の中から半減期を取り出し，理科，あるいは数学，社会科の内容として学習でき

るように授業を構成した。

（２）本研究の成果と課題

本研究の成果は，ありていに言えば，まず第一に「何にせよやってみた」点である。本

研究における実践のような複数教科・科目の教員の協働による数時間の実践は，未だ研究

の実績が少ないため，その意味でもまずは実践したことそのものが成果であると考えられ

る。次に，「半減期」を本実践に向けた教材になりうる適切な素材として取り上げることが

できた点である。STEM として必要な要素やコンピテンシーの育成のためにどのような要

素を重視するべきなのかという点に貢献する教材を開発することができたことは本研究の

大きな成果であると考えられる。さらに，本研究の目的の１つでもあった教員による協働

のコミュニティの形成ができたことも大きな成果である。授業の準備の段階や，それぞれ

の授業間，協議会を通して情報を共有・交換することでそれぞれの教科/領域の固有性を明

確にするとともに，互いの内容にも精通することに貢献したと考えられる。



また，課題としては，次の２点が挙げられる。１点目は，複数の教員で協働して授業を

行う限り，どれだけ綿密に打ち合わせをしていても，その内容や連携に「隙間」が生じて

しまうと考えられる。これについては，例えば本実践で言えば，生物基礎・物理基礎の授

業の枠で実践したため，理科の教員が座長としてその隙間を埋め，生徒の学習を無理のな

いようにつなげることが重要であると考えられる。２点目は評価である。複数の教科/領域

に固有の原理にまたがって授業を行うため，評価の内容が複雑となってしまう。本実践で

は，理科の授業の内容としての評価を実施したが，学際的な内容をどのように評価するの

かは今後の課題である。

５．おわりに

本研究では，STEM 系教科/領域を基軸として教科横断的に教材を開発し，実践すること

を目的とした。その結果，本研究では，「半減期」を素材として用いることで，社会的課題

の文脈の中から複数の教科の内容の学習につながる実践を構成した。本研究において開発

した教材およびそれを用いた実践は，これまで理論的根拠に基づいた実践の乏しかった

STEM 教育を実装することや，教科/科目を超えた教員に協働の一事例を示すものとなると

考えられる。
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